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（７） The World Bank, World development Indicators, 
2006. なお、高等教育に与えた歴史的・政治的影
響として、よく挙げられているのは「文化大革命」
（１9６６～7６年）という政治キャンペンである。「文
化大革命」の１0年間に受験制度が廃止され、主に
労働者、農民、兵士出身者を対象とする大学生推
薦制度が実施されていた。１977年、大学入試制度
は１１年ぶりに再開され、募集定員２7万３000人に対
して、５80万人が受験し、激しく競い合った。そ
れまで１0年間に溜まっていた受験生が一斉に受
験するという、外国では見られない奇異な現象
であった。王智新『現代中国の教育』、明石書店、
２00４年を参照。
（₂）「感情投資」と「発展空間」
　中国人はよく「感情投資」と「発展空間」
を口にする。「感情投資」とは、人間同士の
コミュニケーションを図るために、時間をか
けて交流し、信頼関係を築くことであり、「発
展空間」とは、会社の将来性や自分のキャリ
ア・アップの可能性を意味する。「人材」で
ある前に「人」であることを考えれば、「感情
投資」は当然必要不可欠であろう。「中国人
気質」としてよく挙げられるのは、一旦、信
頼関係が築かれ、仕事を通しての自己実現の
可能性が確認できれば、中国人が期待を上回
る成果をあげられることだが、実際、前掲の
図表２（企業を選ぶ理由）が示した通り、キャ
リア研修の機会や企業の知名度と影響力が報
酬よりも重要視されているので、「日系企業で
のキャリア・アップには限界がある」と受け
止められれば、日本企業は欧米企業並みの報
酬を提示しても、有用な人材を引き止められ
ないだろう。言い換えれば、仕事を通しての
自己実現を実感でき、そして、正当に評価さ
れ、これに連動した報酬が得られる職場が理
想的な職場だと考える中国人は増えている。
おわりに
　日系企業は中国市場の重要性を強く認識し
ているにもかかわらず、経営の現場では、必
ずしも当初の狙い通りにはいかず、悪戦苦闘
を強いられている。その最大の原因は中国に
適合した人材育成体制の未整備であると思わ
れる。人材マネジメントについて、すでに欧
米企業、さらに中国の大手企業に遅れをとっ
た日系企業は、新しい人事評価システムを導
入し、これまでのマイナスイメージを払拭し
て、「負のスパイラル」から脱出することが
緊急の課題である。今後は中国人主導の経営
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（２0）馬成三『中国進出企業の労働問題──日米欧
企業の比較による検証──』、ジェトロ、２000年、
１３５～６頁。
（２１）インタビューの全文は鈴木岩行・張英莉「在
中国日系企業におけるホワイトカラーの人的資源
管理」、『和光経済』第３8巻第３号（２00６年３月）
を参照。
（２２）同上。
（２３）中智人力資源管理諮詢有限公司「２00５年上海
外資企業給与福利調査報告」、前掲『中国で成功
する人材マネジメントマニュアル』２9頁。
（２４）日本経済団体連合会報告書「日本企業の中国
におけるホワイトカラー人材戦略～優秀人材の確
保と定着こそが成功の鍵～」、２00６年、５頁。
（２５）前掲『中国で成功する人材マネジメントマニュ
アル』２0頁。上海交通大学関連企業・日本能率協
会「日資企業給料福利調研報告」２00５年。
（２６）同上、２５頁。
（２7）これに関しては、前掲の経団連報告において
次のように指摘している。「日本企業は工場従業
員の管理に習熟しており、いわゆるブルーカラー
層に対する人事・労務管理上の課題には相対的に
うまく対処できてきたと言えよう。一方、ホワイ
トカラー人材の管理に関しては、日本的な慣行が
グローバルな環境において必ずしも通用せず、中
国においてもいかにホワイトカラー人材を活用し
ていくかが、日本企業を悩ます大きな課題となっ
ている」。
（２8）王書進、寧安琪「中日合資企業的跨文化管理」、
商務部・国際貿易経済合作研究院編『国際経済合
作』、２007年第３期（総第２５５期）。
（₈）中国人事部人事科学研究院編『２00５年中国人
材報告』、人民出版社、２00５年。
（₉）独立行政法人労働政策研究・研修機構「中国
の新卒者への就業支援システムについて」、２00６
年７月。
（１0）ジェトロ『中国進出企業の人材活用と人事戦
略』、２00５年。
（１１）守島基博『人材マネジメント入門』、日経文庫、
２007年を参照。
（１２）２007年「中華英才網」の調査は、有効サンプ
ル４9‚770、中国大陸、香港、マカオ、台湾にあ
る６５６の大学から学生が参加し、３６の業種に及び、
名前が上がった企業は１‚３１６社に及ぶという大規
模なものであった。また、調査が始まって以来、
初めて地元中国系企業は５0％（２５社）を占め、さ
らに上位１0社に６社が入るなど、中国企業の躍進
ぶりが注目されている。
（１３）田浦里香「中国における日系企業の人材マネ
ジメントのあり方」、『知的資産創造』２00４年１２月
号を参照。
（１４）九門崇「中国における日系企業のブランドイ
メージ」、『日本貿易会月報』、２00５年７・８月合
併号（No. ６２8）。
（１５）ジェトロ『中国市場に挑む日系企業──その
戦略と課題を探る──』、２00４年、３8～３9頁。
（１６）鈴木康司『中国・アジア進出企業のための人
材マネジメント』、日本経済新聞社、２00５年、１0頁。
（１7）日中投資促進機構　第７次～第９次日系企業
アンケート調査集計・分析結果（２00１～２00５年）。
（１8）ＰＨＰ研究所編『新版　中国で成功する人材
マネジメントマニュアル　社員定着化のための業
績評価システム』、２007年、１５頁、２7頁。原資料
は「中智給与調査」２00５年、上海交通大学関連企
業・日本能率協会共同作成「日資企業給料福利調
査報告」、２00５年。
（１9）中国では「労働契約」による有期雇用制度が
基本であって、日本で一般的な、採用時から雇用
期間を定めない、いわゆる正社員制度が浸透して
いないことが人材の流動化の背景にあると考えら
れる。そういう意味では、人材の流動化が当たり
前だと言えるのかもしれない。
